　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１８年１月２７日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生活・文化部県民生活総室経済統計室
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話０５４－２２１－２２４５
静岡県毎月勤労統計調査結果速報(平成17年11月分)
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平成17年11月分の静岡県の賃金、労働時間、雇用の動きについて調査結果を公表する。
（事業所規模5人以上、調査産業計）
賃金～11ヶ月連続で前年同月を上回った定期給与
　平均定期給与（所定内給与＋超過労働給与）は271,098円、定期給与指数は95.9で、前月比0.3％減、前年同月比は0.6％増と、11ヶ月連続で前年同月を上回った。
[image: image2.wmf]所定外労働時間指数（5人以上）�

3.4

105.5

107.0

 

113.0

-10

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

前年同月比(%)�

60

70

80

90

100

110

120

130

指数

-6.4

115.2





平成12年=100

前年同月比

本年

前年

製造業(前年)

製造業(本年)

　11年 　12 　    13　 　14      15　　 　16.1     2       3       4       5        6       7       8       9   　 10　　11　　12�





105.4

所定外労働時間指数（5人以上）�

3.4

0.8

105.5

107.0

 

113.0

-10

0

10

20

30

40

50

60

70

80

前年同月比(%)�

80

90

100

110

120

130

        指数

107.9

114.4

3

平成12年=100

前年同月比

本年

前年

製造業(前年)

製造業(本年)

       12年 　13 　 14　　15    16　　          16.12  17.1   　2　　　3       4     　5       6       7       8       9      10      11





 


労働時間～3ヶ月連続で前年同月を上回った所定外労働時間
　平均所定外労働時間は12.2時間、所定外労働時間指数は107.0で、前月比0.8％減、前年同月比は3.4％増と3ヶ月連続で前年同月を上回った。
　常用労働者の約３割を占める製造業の所定外労働時間は16.5時間、所定外労働　　時間指数は113.0で、前月比1.2％減、前年同月比1.8％減だった。
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雇用～前年同月と同値 

　常用労働者数は1,304,516人、常用雇用指数は99.9で、前月比0.6％減、前年同月と同値だった。


（参考）
　毎月勤労統計調査の値は、本県の規模５人以上のすべての事業所に対応するように事業所を抽出し、集計した推計値である。

	（注）　日本標準産業分類の改訂に伴い、平成１７年１月分速報から表章産業を改定後の日本標準産
　　　業分類に基づくこととした。分類内容の変更がない産業（建設業、電気・ガス・熱供給・水道業）と

分類内容に変更があるが補正を行うことによって指数を作成した産業（調査産業計及び製造業）
は、指数から増減率を計算している。


 eq \o\ad(調査産業計,　　　　　　　)：日本標準産業分類で示される鉱業、建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道
業、情報通信業、運輸業、卸売・小売業、金融・保険業、不動産業、飲食店,宿泊
業、医療,福祉、教育,学習支援業、複合サービス事業、及びサービス業（他に分
類されないもの）の１４大産業
 eq \o\ad(現金給与総額,　　　　　　　)：定期給与＋特別給与
 eq \o\ad(定期給与,　　　　　　　)：あらかじめ規則で決められた支給方法で支給される給与
　　　　　　   （定期給与＝所定内給与＋超過労働給与）
 eq \o\ad(特別給与,　　　　　　　)：ボーナス、ベースアップの差額追給分、３ヶ月を超える期間で支給される給与、
一時的突発的理由により支給される給与
 eq \o\ad(所定内給与,　　　　　　　)：定期給与のうち、超過労働給与以外の給与
 eq \o\ad(超過労働給与,　　　　　　　)：所定外労働時間の労働に対して支給される給与
所定外労働時間：早出、残業、臨時の呼び出し、休日などの労働時間
 eq \o\ad(常用労働者,　　　　　　　)：期間を定めず又は１ヶ月を超える期間を定めて雇われている者や、日々又は１ヶ月以内の期間を定めて雇われている者のうち、前２ヶ月にそれぞれ18日以上雇われた者
 eq \o\ad(パートタイム労働者,　　　　　　　)：常用労働者のうち、１日の所定労働時間が一般の労働者より短い者及び１日の所定労働時間が一般の労働者と同じで１週の所定労働日数が一般の労働者よりも少ない者
 eq \o\ad(常用雇用指数,　　　　　　　)：平成１２年の平均常用労働者数を基準として各月の常用労働者数を指数化したもの

































































































